「先端設備等導入計画」に係る認定申請チェックシート
	事業者名
	
	担当者名
	

	住所
	
	電話番号
	


	※申請者チェック欄に☑のうえ、申請書類等と合わせて提出してください。
	申請者
	大垣市

	認定確認事項（必須）
	ﾁｪｯｸ
	ﾁｪｯｸ

	先端設備の導入の促進に際し配慮すべき事項
	先端設備等の導入に際し、人員削減を目的としているものでないこと
	□
	□

	
	公序良俗に反する取組や反社会的勢力とは関係がないこと
	□
	□

	
	市税滞納者又は市税未申告者に該当しないこと
	□
	□

	労働生産性
	先端設備等の導入による労働生産性が年平均3％以上向上すること
	□
	□

	先端設備等の種類
	労働生産性の向上に必要な生産、販売活動の用に直接供される設備であること（機械装置、測定工具及び検査工具、器具備品、建物附属設備）
	□
	□

	全般事項
	認定経営革新等支援機関（商工会議所、金融機関、会計事務所等）において事前確認を行った計画であること
	□
	□

	
	国の「中小企業等の経営強化に関する基本方針」、市の「導入促進基本計画」の内容に適合すること
	□
	□

	
	対象の先端設備を取得していないこと
	□
	□

	
	対象の先端設備等を行う場所は、大垣市内であること
	□
	□

	固定資産税の特例（1/2または1/3軽減）を受ける場合（任意）　
	ﾁｪｯｸ
	ﾁｪｯｸ

	1
	先端設備等の導入による投資利益率が年平均5％以上となること
	□
	□

	2
	（新規申請：固定資産税の1/3の軽減を受ける場合）
賃上げ方針を計画に記載していること
	□
	□

	提出書類（必須）【各1部】
	ﾁｪｯｸ
	ﾁｪｯｸ

	1
	先端設備等導入計画に係る認定申請書（様式第22）
	□
	□

	2
	先端設備等導入計画（別紙）
	□
	□

	3
	先端設備等導入計画に関する確認書【認定経営革新等支援機関確認書】
	□
	□

	4
	暴力団排除に関する確約書
	□
	□

	5
	直近の完納証明書
	□
	□

	6
	直近の決算書類（賃借対照表、損益決算書、個別注記表など）
	□
	□

	7
	会社内容等の事業概要が確認できる資料（パンフレットやＨＰ公開資料等）
	□
	□

	8
	（固定資産税の特例を受ける場合）
投資利益率に関する確認書【認定経営革新等支援機関確認書】
	□
	□

	9
	（新規申請：固定資産税の1/3の軽減を受ける場合）
従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書類
	□
	□

	10
	（ファイナンスリース取引の場合）
リース契約見積書（写）、リース事業協会が確認した固定資産税軽減計算書（写）
	□
	□


※　計画に基づく取組（設備導入等）による効果を測定するため、計画期間中や終了後において、市より、アンケート等をご協力いただく場合がありますので、ご理解の程よろしくお願いします。



